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はじめに 

 

この「（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例の検討に関わる中間のまとめ骨子案」は、

巻末に記した資料のとおり、第 1 回(平成 20 年 12 月)から第 6 回(平成21 年 6 月)までの（仮

称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例検討委員会(以下「検討委員会」という。)における、こ

れまでの検討成果をとりまとめたものです。 

今回の検討委員会における検討事項は、条例の調査・研究や条例に盛り込むべき項目と

内容といったことですが、これまで真摯に議論を重ねる中、この条例を区民のために活きた条

例とするには、この条例の検討過程において区民参加とその普及啓発を重要視すべきとの意

見が相次ぎました。 

そのため、今回、中間のまとめ作成に先立ち、これまでの検討内容を「（仮称）墨田区協治

（ガバナンス）推進条例の検討に関わる中間のまとめ骨子案」として取りまとめ、できるだけ多く

の区民の皆さんにその検討内容をお知らせする中、広範なご意見・ご提案をお寄せいただくこ

ととしました。 

今後、区民の皆さんからお寄せいただくご意見などを大切にしながら、検討委員会ではさら

に審議を重ね、本年 9 月頃に「中間のまとめ」を作成するとともに、11 月頃までに区長に「答

申」するべく、最終的なとりまとめを行う予定です。 
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Ⅰ （仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例の検討背景 

（１） 協治（ガバナンス）を推進する自治体運営のために 

・ 先の地方分権一括法の施行により、自治体の位置づけは、国（中央）の下請け機関的状

態から、対等・協力の関係へと、また特別区制度改革によって、墨田区は「基礎的自治

体」として変わりました。今後、区民に最も身近な「最初の政府」として、地域の特性を活か

した自主的かつ自立的な自治体運営をさらに進めていく必要があります。そのためにも、墨

田区として自治体運営の理念とその実現に向けた制度を整備するなど、自治体の自己革

新として、協治（ガバナンス）を推進していく枠組みが求められています。     

（２） 多様な協治（ガバナンス）の担い手による地域社会構築のために 

・ 墨田区では、下町の連帯感あふれる共助の意識が息づく

地域特性が残るなど、町会･自治会の活発な活動により地

域社会の暮らしが守られています。また成熟社会の到来

の中、ボランティアやＮＰＯ等自らが主体となって公共サー

ビスに関わろうとする人々が増えています。公共ニーズが

高度化・複雑化する中、今後、地域の課題に的確に対応

するためには、行政だけが公共サービスの担い手となるの

ではなく、住民自治の充実を図り、多様な主体の連携によ

る地域社会を構築していくことが重要です。そのためにも、

各主体の役割を明確にするとともに、どのように協治（ガバ

ナンス）を推進していくのか基本原則を確認していくことが

求められています。 
  

■ （仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例の必要性 

 

 
 
 
 
 
 

（背景） 

（課題） 

基礎的自治体として 
果たすべき役割 

本格的地方分権 

社会の到来 

地域特性を活かした 
自主的・自立的な自治体運営の展開 

行政主導の自治体運営の限界 
地域力の再生 

成熟社会の到来 

社会環境の変化 

公共ニーズの 
高度化・複雑化 

 
協治（ガバナンス）の推進のために  

協治（ガバナンス）を推進する自治体運営   
＋   多様な協治（ガバナンス）の担い手による地域社会構築 

（墨田区の目指す方向） 
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（３） 条例検討に至る経緯とその背景 
  

 

【 平成 17 年 11 月 新たな基本構想の策定 】 
 

「協治（ガバナンス）」の考え方のもと、区政運営を行い、区民、事業者、区等が力を

合わせて、あるべき「すみだ」の将来の姿を実現していくこととした基本構想が策定され

ました。 
 

【 平成 19 年２月 「協治（ガバナンス）の仕組みづくり」報告 】 
 

「協治（ガバナンス）」の考え方に基づく地域社会を構築していくための具体的な方策

などを検討するため設置された「墨田区協治（ガバナンス）の仕組みづくり検討委員会

（以下「仕組みづくり検討委員会」）」より、8 つの提案が区長へ報告されました。その仕

組みの 1 つとして「（仮称）協治（ガバナンス）の仕組みと自治推進に関する条例の策

定検討」が提案されています。 
 

 

 

【 協治（ガバナンス）実現を法的側面から支える新たな仕組みとして 】 
 

区では、上記経緯のとおり、基本構想に協治（ガバナンス）を区政運営の機軸とすること

を定めて以来、協治（ガバナンス）ガイドブックの作成を始めとして、その普及・啓発を積極

的に行うなど、協治（ガバナンス）による地域社会づくりに向けて、さまざまな施策の推進に

努めています。 
 

しかし、地方自治法の規定などの現行制度では、団体自治に対する住民の権利保障が

その中心であり、区民等多様な主体自らが自治、つまり協治（ガバナンス）の担い手として

地域社会づくりを行うという視点は十分とはいえず、今後、「協治（ガバナンス）」の考え方に

よる自治体経営を確立するためには、その理念を明確化するとともに、具体的な制度等の

保障を図っていく必要があります。 
 

そのため、この「（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例」の検討にあたっては、それ

らを「Ⅱ 目指すべき条例の方向性」と定め、これまでの墨田区の自治の歩みを受け継ぐと

ともに、協治（ガバナンス）の実現に向けて、しっかりと前進していくことを目指します。 

なお、条例の検討過程にあっても、区民等の広範な意見・提案を反映させ、答申を行う

こととするなど、「（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例」によって、墨田区における協

治（ガバナンス）の具現化に努めていきます。 
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■（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例と計画・条例等との関係 

 
・墨田区まちづくり条例 
・墨田区地域防災基本条例 
・墨田区災害復興基本条例 
・墨田区安全で安心なまちづくり推進条例 
・すみだ環境基本条例 
・墨田区中小企業振興基本条例 
・墨田区住宅基本条例 
・墨田区女性と男性の共同参画基本条例 
など 
 

区政運営の進め方に関する条例等 

個別施策を実現するための条例 

個別分野の計画等 

施策の具体化 理念を共有し、手続を委任 

墨田区基本計画・墨田区実施計画 

 
協治（ガバナンス）の実現 

区政運営の方向性 施策の進め方 

 
【行政手続】 
・墨田区行政手続条例 
【情報公開】 
・墨田区情報公開条例 
・墨田区個人情報保護条例 
【区民参加】 
・パブリックコメント手続に係る基準 
・審議会等の会議の公開に関する基準 
など 

 
（仮称）墨田区協治（ガバナンス） 

推進条例 
 
協治（ガバナンス）によるまちづくりを実現するため

の区民等各主体の役割、並びに協治（ガバナン

ス）を推進するための諸制度などを定めた、まち

づくりの進め方のルール 
 
 ・ 協治（ガバナンス）を推進するための理念 

 ・ 協治（ガバナンス）の担い手が果たすべき 
  責任と役割 
 ・ 協治（ガバナンス）の理念に基づくまちづくり 
  の推進 

 
墨田区基本構想 

 
めざすべき墨田区の将来の姿と協治（ガバナン

ス）のみちすじを示し、計画的な区政運営を進

めるための指針 
 

○まちづくりの基本理念 
～水と歴史のハーモニー～ 人が輝く いきいき すみだ 

○まちづくりの基本目標 
 １．「すみだ」らしさの息づくまちをつくる 
 ２．地域で快適に暮らせる「すみだ」をつくる 
 ３．新しい事業が起き、人が集まる「すみだ」を

つくる 
 ４．安心して暮らせる「すみだ」をつくる 
 ５．区民と区が協働で「すみだ」をつくる 
 

まちづくりの理念・ 
進め方の共有 
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Ⅱ 目指すべき条例の方向性 

（１） 協治（ガバナンス）を推進するための基本的考え方(＝理念)を定めます 

・ 基本構想に示している、区民等と区が一緒になって「すみだ」をつくる協治(ガバナンス)
を推進するための基本的な考え方(＝理念)を定めます。  

（２） 協治（ガバナンス）の各主体の役割を示します 

・ 地方自治法の趣旨を踏まえ、協治（ガバナンス）の視点にたって、区民の権利及び責務

をはじめ、区長及び執行機関等の責務など、各主体の役割について明らかにします。  
（３） 情報共有・区民参加等の手続きを集大成します 

・ これまでも情報公開、審議会への公募委員の募集、パブリックコメント制度の基準の作

成など、区政の透明化・区民参加を進めてきましたが、それら個別に定めていたものを

一定のルールとして条例化し、集大成します。 
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Ⅲ 条例の名称 

・ これまで「（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例」と、条例の名称を仮置きし、条例

に盛り込むべき項目や内容などの検討を行ってきましたが、今後、当条例の趣旨に沿い、

区民に協治（ガバナンス）の意義やその必要性が実感できるように、区民にわかりやすい、

適切な名称が必要であると考察します。 

 

 

            （仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例      ？ 

 
 
 
 

・墨田区協治（区民型ガバナンス）条例 

・墨田区協治（ガバナンス）条例 

・墨田区協治（ガバナンス）基本条例 

・墨田区協治（ガバナンス）推進条例 

・墨田区協治（ガバナンス）によるまちづくり推進条例 

・墨田区協治のまち推進条例 

・墨田区みんなの協治推進条例 

・墨田区みんなでつくる協治（ガバナンス）条例 

・みんなのすみだづくり基本条例 

・みんなですみだの協治（ガバナンス）を育てる条例 

・みんなのまち・すみだ協治（ガバナンス）条例 

・私たちのまち・すみだ協治（ガバナンス）条例 

・協治（ガバナンス）によるすみだづくり条例 
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Ⅳ 条例の構成 

・ これまでの検討をもとに、「（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例」全体の構成を以下の

ように設定するとともに、次ページ以降に「Ⅴ （仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例に

盛り込むべき項目と内容」として整理します。 
 
 

（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例の構成概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．協治（ガバナンス）の理念に基づくまちづくりの推進 

情報の共有 
 

区政への参加の推進 
 

協働の推進 

４．協治（ガバナンス）の担い手が果たすべき責任と役割 

区民等の権利と 
すみだらしいコミュニティづくり 

区民、町会・自治会、ＮＰＯ、 
その他の団体、企業など 

区の役割 
 

区議会、 
区長その他の執行機関 

 
協治（ガバナンス）を推進するための理念   

３．協治（ガバナンス）の基本理念 

区民等及び区が、それぞれ果たすべき責任と役割を自覚しながら、 
ともに考え、行動することで、地域の課題の解決を図ろうという社会のあり方 

１．前文 
協治（ガバナンス）の実現に向けて、 

目指すまちの姿、条例の理念、制定の宣言 

２．目的 
協治（ガバナンス）の実現に向けて、 

それぞれの主体の役割、制度等を明確化 
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Ⅴ （仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例に盛り込むべき項目と内容 
１．前文 

・ 条例の冒頭に置かれる前文にて、墨田区の歴史や文化、自然環境などの誇れる特徴、めざ

すまちや自治の姿、それを実現するための条例の目的等について述べます。 
・ 前文は、必ずしも具体的な効力のある規定ではありませんが、以下のような理由から前文を

置きます。 
・ 各条文の解釈の指針として 
・ 条例がめざす理想を分かりやすく表現するため 
・ 墨田区の自治体経営の全般に関わる条例であり、その主旨を宣言するため

 
 

○ 前文のキーワード    
① 地勢・区政の歩み 

・ 母なる川、隅田川の流れるまち、豊かな水と緑のあるまち 
・ 歴史、伝統ある文化が息づくまち、粋のあるまち 
・ 常に新しい文化を発信してきたまち 
・ 下町ならではの活発なコミュニティの歴史と共助   

② めざすまちや協治の理念 

・ 人の心が通いあう、やさしさとおもいやりのあるまち 

・ 安全で快適な暮らしのできるまちづくり 
・ 生業と暮らしの持続可能なまちづくり 
・ 一人ひとりが主役になるまちづくり 
・ 地縁を基盤とした多様な区民による、すみだらしいコミュニティ 
・ 協治（ガバナンス）による区政運営、参加と協働の推進   

③ 条例の目的と位置づけ、制定の宣言 

・ 「地域自治」「住民自治体」 

・ 協治（ガバナンス）を推進するための共通の規範  
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 計画 

情報公開･ 
説明責任 

行動ルール 
公正な評価 

参加･参画の 
機会と仕組み 

 
ガバナンスの 

実現を支える要素 

多多多様様様ななな主主主体体体ににによよよるるるネネネッッットトトワワワーーーククク型型型社社社会会会   

NPO 

区 区民 町会・ 
自治会 

ボランティア 
グループ 

etc. 企業 

 

  

 実施 評価 

 

官＝公 

タ
テ
型
中
央
集
権
社
会 

これまで 

中央政府 

地方自治体 

民･個人 

 
墨田区における「協治（ガバナンス）」とは 

・ 基本構想により示された区政運営の機軸であるとともに、墨田区における地域社会運

営の仕組みであり、「区民、地域団体、ＮＰＯ、企業、区など多様な主体が、それぞれ果

たすべき責任と役割を自覚しながら、ともに考え、行動することで、地域の課題の解決を

図ろうという社会のあり方」をいいます。

 

 ■墨田区における「協治（ガバナンス）」概念図 

「仕組みづくり検討委員会報告」より  ※ 上記「区」とは、区議会及び区長その他の執行機関を示すものである。 

 
「まちづくり」とは 

・ ここで「まちづくり」とは、安全で快適な暮らしを守り、暮らしとなりわいの持続性を保ち、

魅力的なまちをつくるための活動をさします。 
・ 道路や上下水道の整備などのハード面や、参加などの仕組みづくりなどソフト面それぞ

れだけを指すものではありません。また、その担い手は、一人ひとりの区民やコミュニティ、

団体、企業や事業者、区など、墨田区に関わる全ての主体であるといえます。 
 



 

 10 

２．目的 

・ この条例は、墨田区における協治（ガバナンス）によるまちづくりの基本的な理念を明らかにす

るとともに、また、区民等及び区の役割を示し、協治を推進するための区政に関する基本的

な事項を定めることにより、協治（ガバナンス）の推進を図ることを目的とします。 
 

 
 
 
 

 
  

 
 
 

３．協治（ガバナンス）の基本理念 
 

（まちづくりの基本理念） 
 区民等と区は、協治（ガバナンス）の基本理念に基づき、互いに協力して、積極的にまちづく

りに取組み、地域自治を推進します。   
（まちづくりの基本原則） 
 「情報の共有」、「区政への参加」、「協働」をまちづくりの基本原則として位置付け、協治（ガ

バナンス）の基本理念に基づくまちづくりを進めていくこととします。   
「情報の共有」 

・ まちづくりに関する情報は区民及び区との共有の財産です。情報共有は、区政への参

加、協働の前提となるものです。 
・ 情報を共有するため、区は、区民に分かりやすく区政の情報を提供します。 
・ また、区民も、多くの情報を持つ主体として情報を発信し、相互に情報を共有しあいま

す。 
「区政への参加」 

・ 区政への参加とは、区民等が、区の政策、施策、事業の企画立案、検討、実施、評

価の各過程において、区（区議会、区長その他の執行機関）による決定内容の向上を

目的として、区に対して自らの意見を表明することをいいます。 
・ 区は、区民が区政に参加する権利を保障しなければなりません。 

「協働」 
・ 協働とは、区民等及び区が共通の目的をもち、互いに対等な立場で協力することで地

域課題の解決を図ることをいいます。 
・ 様々な地域課題を解決するために、区民と区、区民同士など地域に関わる多様な主

体の協働により、まちづくりを行います。 

協治（ガバナンス）を推進するための理念 

協治（ガバナンス）の担い手が果たすべき責任と役割 

協治（ガバナンス）の理念に基づくまちづくりの推進 

協治（ガバナンス）の推進 
（墨田区における自治の実現） 



 

 11

・ 区民等及び区は、協働にあたっては、互いに自主・自立した対等の立場で十分な協

議を行い、目的を共有するとともに、互いの役割分担について合意します。 
・ 区は、協働の基盤整備として、区民及びコミュニティによるまちづくりの活動を支援しま

す。 
 

（協働・区民（市民）活動推進の重要性） 
 市場原理・政策と実施の分離・結果の重視などを主たる内容とする NPM（ニュー・パブリッ

ク・マネジメント）の推進から、政府、企業、市民の連携を重視することで公共の利益を追求す

る PPP（パブリック・プライベート・パートナーシップ）の考え方へと社会潮流が変わる中、墨田区

における協治（ガバナンス）の実現に向けて、区、企業、そして区民等との協働を推進するとと

もに、区民等の公益的活動を区として支援していくことが重要であると考察できる。 
 
 
 

《 これまでの検討委員会資料より 》 
 

協治（ガバナンス）に関わる概念図 

 

 
 
 
 
 
 
 

区 

区民等 

区長 区議会 

自主・自立の行政運営 
行政への参加（参画・参与）の保障 

区民との協働 

 
区民等によるまちづくり  

多様な主体によるコミュニティづくり 

主権者としての 
区民 

主権者としての 
区民 協治（ガバナンス）の担い手としての区民 

 
信認  
選挙 

区民に開かれた議会運営 
立法、政策立案 
執行機関の監視 

 
信認  
選挙 

情報の共有 

区政への参加（参画・参与） 

協働 
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４．協治（ガバナンス）の担い手が果たすべき責任と役割 

（１） 区民等とコミュニティ 

 
（区民等とは） 

 協治の担い手である「区民等」とは、以下のように捉えます。 
・ 「住民」：墨田区内に住む人                                 ・・・ 
・ 「区民」：住民、及び、区内で働き、学び、活動する人          ・・・ 
・ 「区民等」：区民、及び、区内にある、または区内で活動する団体  ・・・ 

 
■ 「区民」の概念整理  
 区内在住 区外在住だが、区内で活動 

個人 

 
 
 

Ａ 

・墨田区内に住所を持つ人 
・墨田区の居住者 

 
 

Ｃ 
・区外在住だが、墨田区に在学の学生 
・区外在住だが、墨田区に在勤の人 
・区外在住だが、墨田区にある団体に
所属して活動する人 

団体 

 
Ｂ 

・墨田区内で活動する団体、町会、法人等 
・墨田区内に事務所のある企業、事業者 

 
Ｄ 

・区外に事務所があるが、墨田区内で
活動する団体（一時的な場合もある） 

 
 
 

（情報を知る権利） 

 区民等は、区政に関する情報を知ることができます。情報を知る権利は、参加や協働の前

提となり、協治を支えるものといえます。 
 
（区政に参加する権利） 

 区民等は、政策の各形成過程において、区政に参加することができます。 

 この権利は、地方自治法には定められておらず、区が新たに保障すべき区民等の権利とし

て重要です。 
 

（区政に提言する権利） 

 区民等は、区政やまちづくりについて、提言をすることができます。 
 
（まちづくりの活動） 

 区民等による主体的なまちづくりの取組みが協治の原動力になります。 

 その際には、私的な利害関係にのみとらわれることなく、公共性を尊重し、他人の意見と行

動を尊重して行います。 

 また、区内では、様々な事業者が社会経済活動を行っています。その活動は今日の都市問

題の多くに関連するだけでなく、技術等を生かした社会貢献活動に期待が高まっており、協

治の担い手としての役割は大きいといえます。 
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（コミュニティによるまちづくりの活動） 

 区民は、区内のそれぞれの地域において暮らしやすい地域社会を築くために、その地域を基

盤とする、または目的を共有する組織または集団（以下、「コミュニティ」という）を形成してい

ます。 

 「地域を基盤とする」コミュニティとしては町会・自治会があり、大きな役割を果たしています。

また、一方で、近年では、「目的を共有する」コミュニティとして、さまざまな公益活動を行う

団体や NPO 法人などによる地域課題の解決が期待されています。そのどちらも重要な組織

または団体として位置づけます。 

 コミュニティは協治を地域から推進する基盤となるものであるため、区民及び区は、コミュニ

ティの重要性を尊重し、すみだらしいコミュニティを育てていきます。 

 また、今後は、地域課題の解決にあたって、コミュニティによる役割が大きくなり、その協議の

場が増えていくと考えられます。そこには、さまざまな区民が自由な意思に基づいて参加でき

ることが重要です。 

 
《 これまでの検討から考察される項目・考え方など 》 

 

 公共サービスの受け手という意識から、今後、主権者、協治・協働の担い手としての区民と

いう実感を持つための方策 

 まちづくりへの不参加を理由に何ら不利益を受けないこと 

 「すみだ やさしいまち」宣言 

 区内に住む、又は、区内で活動する外国人 

 地域のために寄与しようとする団体 

 ＣＳＲを行う区内企業 

 地域における意思決定 など 

 

協治の担い手である 
区民の「３つの顔」 

 

公共サービスの受け手としての顔 
 

 区 

 
○議会や区長の選挙権がある 

○納税の義務がある 

○行政に意見や提案をする 

主権者としての顔 

様々な行政サービスの
提供 

○日常の様々な公共サービスを受ける 

○自分ひとりでは解決できない、 

困りごとを助けてもらう 

互いに協力して、自ら主体的に 
新しい公共サービスを提供する 

 

区議会 

 

区長その他

の執行機関 

 協治・協働の担い手としての顔 
○ 地域に密着した町会・自治会活動 

○ 得意分野を生かした NPO・ボランティア活動 

○ 主体的なまちづくり活動       など 

区民等と 

区との 

協働 
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（２） 区議会及び区長その他の執行機関 
  

（区の役割） 

 区は、住民自治体として、適正かつ公正に自主・自立の区政運営を行う役割を担います。 
 
（区議会） 

 住民の直接選挙により選ばれた区議会議員からなる議会は、区政の重要な事項について

意思決定を図る権能を地方自治法によって保障されています。 

 地方分権の進展に伴い、地方自治体の責任の範囲、条例制定の範囲などが拡大すること

から、意思決定機関としての区議会の責任はより大きくなっていくと考えられます。 
 
（区長その他の執行機関） 

 住民の直接選挙により選ばれた区長と、その他の執行機関（教育委員会・選挙管理委員

会・監査委員）は、地方自治法等により自らの判断と責任において、誠実に区政を管理し、

執行する責務があります。 
 
（区長） 

 協治（ガバナンス）のまちづくりを実現する前提として、区民に知る権利を保障し、積極的に

区政情報を提供します。 

 区民の参画機会の充実に努めるとともに、協働の仕組みを構築するなど、協治（ガバナン

ス）のまちづくりを積極的に推進します。 

 区民との協働に必要な企画・調整能力を備えた職員の育成・資質向上など、協治・協働の

区政を推進するための庁内の環境整備に努めます。 
 
（区職員） 

 区職員は、公共サービスの担い手として、区民全体のために公平かつ公正に職務を遂行す

るとともに、常に職務の遂行に必要な知識の習得や能力の向上や区民からの信頼づくりに努

めると同時に、一人ひとりが事業の必要性等について説明責任を持ちます。 

 他の主体と対等な協働の主体であることを認識し、何よりも意識変革を図る中、コーディネー

ト力、コミュニケーション力などの能力を身につけ、区民との情報共有、参画、協働の推進に

努めます。 

 
 

《 これまでの検討から考察される項目・キーワードなど 》  

 開かれた議会 

 議会への区民参加 

 議会・区長その他の執行機関の説明責任 

 区職員の意識改革 など 
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出典：「地方分権時代の条例に関する調査研究」報告書（地方六団体 地方分権推進本部）、平成 16年 3 月 
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５．協治（ガバナンス）の理念に基づくまちづくりの推進 

（１） 情報の共有 
 

（情報の共有） 

 まちづくりに関する情報は、区民等と区との共有の財産であり、区政情報やまちづくりに関す

る情報の共有は、区政への参加、区民等と区との協働の前提となるものです。 

 情報を共有するため、区の政策形成過程の透明化を図るための総合的な情報提供だけで

なく、区民も多くの情報を持つ主体として情報を発信し、相互に情報を共有しあうことで協治

（ガバナンス）のまちづくりを進めます。 

 また、区は、区民等から寄せられた意見や提案を明らかにし、区民同士がまちづくりの課題

を共有できるよう支援することが求められます。 
 
（情報の提供） 

 区は、区民の必要とする情報の把握に努め、墨田区情報公開条例に基づいた情報提供の

総合的な推進を図るとともに、多様な区民等が情報を得られるよう、インターネット及び文書

など複数の方法により情報提供を行います。 
 

《 これまでの検討から考察される項目・考え方など 》 
 

 知る権利 

 意思決定過程の透明化 

 説明責任 

 会議の公開 

 請求に基づく情報公開 

 個人情報の保護 など 
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《 これまでの検討委員会資料より 》 
 

 情報共有に関わる概念図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

区民 
主権者として

の区民 

情報を 
知る権利 
 

 
 
 
 
 

区 
区長 区議会 

政策立案
と監視 

総合的な情報提供の推進による政策形成過程の透明化 

お互いに、まちづくりに関する
情報を発信し、共有する 

情報を 
知る権利 
 

情報の共有 

区政への参加 

区民等と区との協働 

主権者として
の区民 協治（ガバナンス）の担い手としての
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（２）区政への参加の推進 
 

（参加・参画） 

 参加について、関与の程度によって、参加・参画等といった段階があると考えられます。なお、

今後、条例の検討を進める中、その定義を改めて整理することとします。  
・ 参加とは、主に、一人ひとりの区民がそれぞれ意見を表明するような取組み。アンケー

トやパブリックコメントなど、決まったことに形式的に加わること。 
・ 参画とは、主に、区民同士の合意形成が図られ、施策等の案を区民が作成するような

取組み。ワークショップなど、企画・立案の段階から主体的に加わること。 
 
（区政への参加） 

 区政への参加とは、区民等が、区の政策、施策、事業の企画立案、検討、実施、評価の各

過程において、区による決定内容の向上を目的として、区に対して自らの意見を表明するこ

とをいいます。 
 

（区政への参加機会の保障） 

 区は、区民等が区政に参加する機会を積極的に保障します。 

 区は、区民等の参加により示された意見や提案を踏まえ、区民の総意、合意点を見極めて

決定します。 
 

（参加の対象） 

 区は、以下については、区民の参加機会を保障します。 

・ 基本構想、基本計画をはじめとする各分野の基本的な計画等の策定 

・ 区民の生活や区民活動に関連の深い計画等の策定や事業の推進 

・ 広く区民の理解や協力の必要な施策、事業の推進 など 
 
（参加の方法） 

 区は、区民の生活への影響、対象の専門性、区民の主体的な取組みの必要性など、参加

の目的に応じた適切な方法で区政への参加の機会を保障します。 

 特に、区民の生活への影響が大きい、専門性は高くないが幅広い区民からの意見集約や提

案が求められる、また、区民による主体的な取組みが期待されるような案件については、た

だ単に意見を出すだけではなく、区民同士が合意形成を図るような手法を選択することが望

まれます。 
 
《 これまでの検討から考察される項目・考え方など 》 

 

 審議会等の区民参加 

 意見聴取（パブリックコメント）手続 

 参加における配慮 

 意見の扱い 

 学習機会の創出 

 政策提案 など 
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《 これまでの検討委員会資料より 》  

区民参加に関わる概念図 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 

区 

区民等 

区長 
その他執行機関 区議会 

政策立案と監視 

政策、施策、事業の企画立案、検討、実施、評価の各過程における 
参加の権利の保障 

情報の共有 協働 

主権者としての 
区民 

主権者としての 
区民 協治（ガバナンス）の担い手としての区民 

区政に参加
する権利 

区政に参加
する権利 

区民等によるまちづくり 
多様な主体によるコミュニティづくり 

区政への参加 
区政は、区民からの信認に基づくものであり、 

区民の参加が保障される。 
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（３）協働の推進 
 

（協働） 

 協働とは、区民等及び区が共通の目的をもち、互いに対等な立場で協力することで地域課

題の解決を図ることをいいます。 
 区民等及び区は、地域課題の解決に向けて、自発的な意思と双方の合意に基づいて「協

働」を行うことができます。 
 区民等及び区は、協働にあたっては、互いに自主・自立した対等の立場で十分な協議を行

い、目的を共有するとともに、互いの役割分担について合意します。    
（協働の基盤整備） 

 区は、人材の育成、情報の収集及び提供、活動の機会や場所の提供、区民やコミュニティ

相互の連携促進、その他の施策により、区民及びコミュニティによるまちづくりの活動を支援

します。 
 

 
《 これまでの検討から考察される項目・考え方など 》 

 協働推進指針の整備 

 協働機会の拡充 

 協働事業に関わる協定の締結 

 区民活動の育成・支援 

 基金などの設置 

 地域による活動拠点づくりと運営 など 
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《 これまでの検討委員会資料より 》 

 

協働の概念図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新しい 
公共サービス 

の提供 
（協働事業） 

 
 
 
 
 
 
 

区 

区民等 

区長 
その他執行機関 区議会 

政策立案と監視 

 
協働を推進するための基盤整備 

協治（ガバナンス）の担い手としての区 

区民等によるまちづくり 
多様な主体によるコミュニティづくり 

信認
選挙 

信認
選挙 

主権者としての 
区民 

主権者としての 
区民 協治（ガバナンス）の担い手としての区民 

新しい 
公共サービス 

の提供 
（協働事業） 

    
区民等と区との協働  

地域課題の解決に向けて、自発的な意思と双

方の合意に基づいて協働を行うことができる。 
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（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例検討委員会委員名簿 

役職 選出区分 氏 名 備  考 

会長 青 山   佾 明治大学公共政策大学院教授 

副会長 村 上   順 明治大学公共政策大学院教授 

委員 保 井 美 樹 法政大学現代福祉学部准教授 

委員 

学識経験を 

有する者 

 

（4 人） 

谷本 有美子 社団法人 神奈川県地方自治研究センター研究員 

委員 坂 下   修 墨田区議会議員 

委員 木 内   清 墨田区議会議員 

委員 加 納   進 墨田区議会議員 

委員 

区議会議員 

 

（4 人） 

高 柳 東 彦 墨田区議会議員 

委員 阿 部 洋 一 特定非営利活動法人 向島学会理事 

委員 小 川   昭 墨田区ボランティアサークル連絡会会長 

委員 五月女 晴美 
本所中学校ＰＴＡ副会長 

・ 東駒形一丁目町会前子供会会長 

委員 末 富 裕 二 公募委員 

委員 須貝 利喜夫 公募委員   

委員 瀧 澤 賢 司 
ライオン運輸株式会社 代表取締役社長 

・ 東京商工会議所墨田支部副会長 

委員 中 川 勝 右 立花五丁目町会長 

委員 七 岡   剛 公募委員 

委員 平 井 信 吾 アサヒビール株式会社 理事・総務法務部長  

委員 

公募を含む 

区民 

 

（10 人） 

丸 山 妙 子 民生委員 ・ 両三助けあい委員会会長 

委員 
区職員 

（1 人） 
田 中   進 墨田区副区長 
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検討委員会のこれまでの検討経過 

 

第１回 平成 20 年 12月 19 日 (金) 
 

○ 委嘱状の交付 

○ 会長・副会長の選任 

○ 「（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例の検討について」区長より諮問 

○ 検討委員会の公開について了承 

 

第２回 平成 21 年 1 月 30 日（金） 
 

○ （仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例の構成について 

○ 前文・目的・協治（ガバナンス）の基本理念について 

○ すみだらしいコミュニティづくりについて 

 

第３回 平成 21 年 3 月 25 日（水） 
 

○ 情報の共有について 

○ 区政への参加の推進について 

○ 区民等と区との協働の推進について 

 

第４回 平成 21 年 4 月 23 日（木） 
 

○ 区民等の役割について 

○ 区（区議会、区長その他の執行機関）の役割について 

 

第５回 平成 21 年 5 月 19 日（火） 
 
○ 中間のまとめに向けて、これまでの議論の論点整理について 

 

第６回 平成 21 年 6 月 5日（金） 
 
○ 中間のまとめ骨子案について 
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（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例 

の検討に関わる 中間のまとめ骨子案 
 

（ お問い合わせ先 / ご意見・ご提案の提出先 ） 
 

（仮称）墨田区協治（ガバナンス）推進条例検討委員会 

事務局 墨田区区民活動推進部区民活動推進課 
 
〒 １３０－８６４０ 

住所 墨田区吾妻橋１－２３－２０ 

ＴＥＬ ０３－５６０８－６２０２ 
ＦＡＸ ０３－５６０８－６４０５ 
Ｅ－mail KATSUDOSUISHIN@city.sumida.lg.jp 

 

 


